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１． １５年３月期の連結業績（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
(1)連結経営成績                                                 （百万円未満切捨） 
 売上高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

１５年３月期 
１４年３月期 

７，６９５  １４．７ 
６，７０７   ９．５ 

 

△５５     － 
△２０５     － 

△１２８     － 
△４１１     － 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
１５年３月期 
１４年３月期 

△４３５    － 
△４３５    － 

△１７．４３ 
△１７．４０ 

－ 
－ 
△１０．８ 
△ ９．０ 

△０．６ 
△１．９ 

△１．６ 
△６．１ 

(注) ①持分法投資損益       １５年３月期    － 百万円       １４年３月期      － 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) １５年３月期  ２４，９９７，１５３ 株    １４年３月期 ２４，９９９，３４６ 株   
     ③会計処理の方法の変更    無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総資産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

１５年３月期 
１４年３月期 

１８，６８２  
２１，８７４  

４，１３８  
４，５０５  

２２．２  
２０．６  

１６５．５８  
１８０．２２  

(注) 期末発行済株式数(連結) １５年３月期  ２４，９９２，８６０ 株   １４年３月期  ２４，９９９，５４０ 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

１５年３月期 
１４年３月期 

８５９   
７６７   

１，１２５   
△２，３８３   

△２，１３９   
１，１４０   

１，３４９   
１，６１７   

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   ２ 社 持分法適用非連結子会社数   ０ 社 持分法適用関連会社数  ０ 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)  ０ 社 (除外)  ０ 社    持分法 (新規)  ０ 社 (除外)  ０ 社 
 
２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

４，６００   
９，２００   

９０   
８０   

３０   
１０   

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   ０円 ４０銭 
 

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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〔添付資料〕 
 

１．企業集団の状況 
 

  当企業集団は、当社及び当社の子会社２社により構成されております。 
主な事業内容は外航海運業であり、当社及び子会社２社の所有する船舶の自社運航と定期貸船を行っており
ます。 

また、同業他社から定期借船した船舶の自社運航及びそれらの定期貸船も行っております。 
その他、当企業集団では不動産賃貸業を併営しております。 

 
 
 

 
荷            主            用船者（同業他社） 

 
 

運       航海用船              裸用船    定期用船    貸 

航                                    船 
部        当     社  （外航海運業及び不動産賃貸業）      部 

門                                    門 

裸用船 
定期用船                   定期用船 

 
 

当社の子会社２社               船主（同業他社） 

 
 
 

 
２．経営方針並びに経営成績及び財政状態 

 
(1) 経営方針 
 

当企業集団は、運航部門では所有船舶及び同業他社から定期借船した船舶による北米・カナダ・豪州からの
穀物輸送、北米・ニュージーランドからの木材輸送及び北米向け鋼材輸送、東南アジア向けセメント輸送等を

中心に行っております。 
一方、貸船部門では石炭専用船、ハンディ型船を定期貸船とする船主業務を行っております。 
今後は更に輸送需要と輸送形態に対応しながら輸送貨物の多様化と効率化を図り、業容の拡大、空船航海を

減少させることによる営業収支の改善、安全運航、顧客との信頼関係の強化と運航コストの削減を実施し、高
収益体質の会社を目指しております 

 
a．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 
 

当社は、的確かつ迅速な意思決定と業務執行を行ない､効率的で健全な経営を実現することを重要課題とし、
充実したコーポレート・ガバナンス体制の構築に取り組んでまいります。 

 
当社の経営管理組織体制は次のとおりとなっております。 
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b．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 
 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス状況 
 
取締役会は５名で構成しており経営判断が迅速にできるよう少人数で経営しており、月１回の定例取締役

会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。取締役会では各取締役が重要事項を全て付議し、
業績の進捗についても議論し対策を検討し決定しております。なお、社外取締役は選任しておりません。 

 
② コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
 

当社は監査役制度を採用しております。監査役４名のうち社外監査役は３名であり,社外監査役１名を含み
常勤監査役は２名が執務しており、取締役会には必ず出席しております。更に社内の重要な会議には積極的

に参加し、取締役の職務執行を充分監視できる体制となっております。なお、社外監査役と当社との取引に
は特別な利害関係は有りません。 
公認会計士監査は新日本監査法人に依頼しております。年間監査予定表に基づき、期末に偏ることなく、

期中も定期的に監査が実施され、正確で監査しやすい環境を整備しております。 
顧問弁護士は虎ノ門南法律事務所に依頼しており、国際および国内事案について必要に応じてアドバイスを

受けております。 
当社はコンプライアンスの強化、徹底を推し進めていくため、前期から「社内規程、業務の再チェック」
等を主な改善項目として、全社的な取り組みを実施しております。その一環として、主要な社内規程の見直

し及び規程の新規制定等を実施しました。 
 

これにより、コーポレート・ガバナンスが確保されていると認識しています。 

取締役会 

取締役 

監査役会 

監査役 

業務監査 

４名（社外３名） ５名 

会計監査人 

会計監査 

株 主 総 会 

選任・解任 選任・解任 選任・解任 

代表取締役社長 

選任・監督 

 

営
業
部 

船
舶
部 

経
理
部 

総
務
部 

担当取締役 担当取締役 担当取締役 担当取締役 

本
船 
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 (2) 経営成績及び財政状態 
 

 a．経営成績 
 

  当連結会計年度における日本経済は、前連結会計年度に引続き低迷を続けましたが、欧米諸国では景気後退
の観測があったものの大幅な減速もなく推移し、またアジア諸国の経済も回復基調であり、特に中国が世界の
工場として鉄鋼原料等の原材料の輸入量を拡大し続けた結果、世界的に海上輸送量は増加しました。 

船腹の需給は、近年続いたパナマックス型船、ハンディーマックス型船の新造船竣工が、昨年にはピークと
なり、当期の船腹需給は期中より引き締まりました。 

これを不定期船市況の指標で見ると、パナマックス型船の定期用船料は期初には日当たり８千米ドルが下期
には１２千米ドルの水準となり、ハンディーマックス型船も日当たり７千米ドルから１０千米ドルに上昇しま
した。 

当社の主力船であるスモールハンディ型船も大型船の市況の上昇に伴い、秋口から市況は回復し、期初の日
当たり５千米ドルの水準が期末には７千米ドルを超えるまでに回復しました。 

具体的な運賃市況では、米国西岸積み食糧庁向け小麦運賃は期初のトン当たり２３米ドルが期末には３２米
ドルを超えるまでに、また米材運賃は一航海当たり５００千米ドルが期末には７００千米ドルまで回復しまし
た。 

一方、燃料価格は原油の高騰に伴い、期初のトン当たり１７０米ドルが２００米ドル以上に上昇したままで
あったため、運航採算を悪化させる要因となりましたが、期末にかけての運賃水準の上昇により運航採算は徐々

に改善しました。 
また、不定期船市場では一般的に定期用船料が運賃に先行して上昇するため、同業他社からの用船を手控え、
当社及び海外子会社の所有船舶による貨物輸送に主力を置くとともに、往航貨物を積極的に輸送して運航採算

の向上に努めました。 
為替相場においては、当上半期が緩やかな円高基調であったのに対し、下半期は日本の経済対策の遅れによ

り円安に転じたものの、年間平均では１２１.９５円と前年比３円強の円高となりました。 
 
このような状況下、当社は業容の拡大と転換を計り、営業基盤の強化に努め、また一方では、当社の海外子

会社において不経済船を１隻売船し、有利子負債の削減と余剰資金の確保に努めました。 
 

以上の結果、売上高は７,６９５百万円、営業損失は５５百万円となり、支払利息の計上により経常損失は 
１２８百万円となりました。 
特別損失において、昨年５月に売却した船舶売却損４８０百万円、投資有価証券売却損１５７百万円、退職

給付会計の変更時差異償却額（５年償却）８２百万円等を計上し、法人税等調整額４３１百万円を計上した結
果、当期純損失は４３５百万円となりました。 

尚、この当期純損失４３５百万円は、当連結会計年度の連結剰余金期首残高２,５７９百万円から差し引かれ、
同期末残高は２,１４３百万円となります。 
 

次期の市況見通しは、国内景気は依然として低迷しているものの、海運市況においては、特に中国を中心と
するアジア諸国の経済が堅調に回復すると予想され、その影響を受けて当期に引続き強含みで推移すると予想

しております。 
当企業集団は引続き業容の拡大と転換を計り、営業活動の強化と業績改善に向けて更に努力する方針であり、
次期の業績予想を売上高については前年比２０％増の９,２００百万円、経常利益を８０百万円と見込んでおり、

特別損失に退職給付会計基準変更時差異等の計上により、当期純利益を１０百万円と見込んでおります。 
尚、業績の見通しにおける主要な為替を１ドル＝１１５円、燃料油をトン当たり１７０米ドルで設定してお

ります。 
 
 [ 所在地別のセグメント状況は以下のとおりであります。] 

 
国内の売上高は、８,１５１百万円、営業利益は２８８百万円であり、国外（パナマ）の売上高は２,６０７

百万円、営業費用は２,９４９百万円、営業損失は３４２百万円となりました。 
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b．財政状況 
 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は１,３４９百万円となり、前連結
会計年度末と比較して２６８百万円減少しました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により増加した資金は８５９百万円で、これは主に減価償却費１,３８３百万円、固定資産売却損４
９８百万円、投資有価証券等の評価損１１８百万円等による増加と、税金等調整前当期純損失８４４百万円、

仕入債務１５８百万円等の減少によるものです。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により増加した資金は１,１２５百万円で、これは主に固定資産売却９７２百万円、投資有価証券売
却３５２百万円等による増加と、投資有価証券取得１７３百万円等の減少によるものです。 

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動により減少した資金は２,１３９百万円で、これは短期借入金の借入３３４百万円による増加と、長

期借入金の返済２,４７３百万円の減少によるものです。 
 

次期のキャッシュ・フローについては、営業活動によるキャッシュ・フローは営業活動の拡大と業績改善に
より税金等調整前当期純利益を確保すること、また減価償却費の増加により、１,６００百万円と予想しており
ます。 

投資活動によるキャッシュ・フローは設備投資等を見込んでいないため、支出は大幅に減少すると予想して
おります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは長期借入金の返済１,７００百万円と予想しております。 
以上により、資金の期末残高は当連結会計年度末と概ね同等と予想しております。 
   

  尚、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
第８４期 

平成１２年３月期 

第８５期 

平成１３年３月期 

第８６期 

平成１４年３月期 

第８７期 

平成１５年３月期 

自己資本比率（％） １７.４ ２３.８ ２０.６ ２２.２ 

時価ベースの自己資本比率（％）  ８.２ ７.９ ７.５ ６.５ 

債務償還年数（年） ３４.３ ６.７ １８.７ １４.３ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  １.３ ６.３ ３.９ ５.４ 

 ※ 自己資本比率：       自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：       有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 
 １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
 ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

 ３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し
ております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお
ります。 



-6- 

３．連結財務諸表等 
 

(１) 連結比較貸借対照表 
（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 
科  目 

前連結会計年度 
(平成 14 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 
(平成 15 年 3 月 31 日) 

比較増減(△) 
(当期―前期) 

    

( 資  産  の  部  )        (２１,８７４)      (１８,６８２)    (△ ３,１９１)

 流 動 資 産        ２,２５０      ２,０５３      △ １９６ 

現 金 ・ 預 金     １,６１７ １,３４９ △ ２６８ 

海 運 業 未 収 金       ２２８ １８２ △ ４６ 

貸 付 金        ７０ ７０ － 

貯 蔵 品        ８９ １６９ ７９ 

繰延及び前払費用        ５９ ９８ ３８ 

そ の 他 流 動 資 産       １８４ １８４ △ ０ 

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ ０ 

    

 固 定 資 産        １９,６２３     １６,６２８     △ ２,９９５ 

有 形 固 定 資 産       １８,７２９     １５,８８６     △ ２,８４２ 

船 舶    １８,５０４ １５,６９７ △ ２,８０６ 

建 物 ・ 構 築 物        ８４ ６２ △ ２１ 

器 具 ・ 備 品        １９ １４ △ ５ 

土 地       １２０ １１１ △ ９ 

    

無 形 固 定 資 産           １          １        △ ０ 

電 話 加 入 権         １ １ △ ０ 

    

投資その他の資産         ８９２        ７４０      △ １５２ 

投 資 有 価 証 券       ７６６ ５３８ △ ２２７ 

そ の 他 長 期 資 産       １２６ ２０２ ７５ 

貸 倒 引 当 金 △ ０ △ ０ ０ 

    

    

    

    

    

    

    

合     計 ２１,８７４ １８,６８２ △ ３,１９１ 
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（単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 

 
科  目 

前連結会計年度 

(平成 14 年 3 月 31 日) 

当連結会計年度 

(平成 15 年 3 月 31 日) 

比較増減(△) 

(当期―前期) 

    

(  負 債 の 部  )     (１７,３６８)     (１４,５４３)       (△ ２,８２５)

 流 動 負 債       ３,８５１      ３,８８０                ２８ 

海 運 業 未 払 金       ４５８ ２９９ △ １５８ 

短 期 借 入 金 ２,８００ ２,８６８ ６７ 

未 払 法 人 税 等         ０ １７ １６ 

繰 延 税 金 負 債       ３９２ ５４９ １５７ 

未 払 費 用         ８ ６ △ １ 

前 受 金       １００ ４９ △ ５１ 

預 り 金         ５ ２ △ ３ 

賞 与 引 当 金        ３４ ２２ △ １２ 

そ の 他 流 動 負 債        ５０ ６４ １４ 

    

 固 定 負 債        １３,５１６         １０,６６３        △ ２,８５３ 

長 期 借 入 金    １１,６３８ ９,３０４ △ ２,３３４ 

繰 延 税 金 負 債     １,６６６ １,０７８ △ ５８７ 

退 職 給 付 引 当 金       １０５ ９３ △ １２ 

特 別 修 繕 引 当 金        ７６ ８７ １０ 

そ の 他 固 定 負 債        ２９ ９９ ６９ 

    

(少 数 株 主 持 分 )            －                  －                  － 

    

(  資 本 の 部 )         (４,５０５)          (       －)       (△ ４,５０５)

 資 本 金         １,２５０                  －        △ １,２５０ 

 連 結 剰 余 金            ２,５７９                  －        △ ２,５７９ 

 その他有価証券評価差額金            △ １８３                  －              １８３ 

 為替換算調整勘定          ８５９                  －           △ ８５９ 

 自 己 株 式         △ ０                  －                  ０ 

    

(  資 本 の 部 )          (       －)          (４,１３８)          (４,１３８)

 資 本 金                  －           １,２５０           １,２５０ 

 利 益 剰 余 金                  －           ２,１４３           ２,１４３ 

 その他有価証券評価差額金                  －           △ １１３           △ １１３ 

 為替換算調整勘定                  －              ８５９              ８５９ 

 自 己 株 式                  －               △ ０               △ ０ 

合     計 ２１,８７４ １８,６８２ △ ３,１９１ 
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（２）連結比較損益計算書 
                                    （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 

科  目 

 
前連結会計年度 
(自 平成 13 年 4 月 1 日)  

(至 平成 14 年 3 月 31 日)  

 
当連結会計年度 
(自 平成 14 年 4 月 1 日)  

(至 平成 15 年 3 月 31 日)  

比較増減(△) 
(当期―前期) 

運 賃 ４,４６７ ５,５８２ １,１１４ 

貸 船 料 ２,１８２ ２,０５１ △ １３０ 

その他海運業収益 ３１ ３６ ４ 

そ の 他 事 業 収 益 ２５ ２５ △ ０ 

営 

業 
収 
益 

計 ６,７０７ ７,６９５ ９８８ 

運 航 費 １,９１７ ２,５５２ ６３４ 

船 費 ２,８８０ ２,７７５ △ １０４ 

借 船 料 １,４９４ １,８６４ ３６９ 

その他海運業費用 ８３ ７０ △ １２ 

そ の 他 事 業 費 用 １２ １２ ０ 

一 般 管 理 費 ５２４ ４７５ △ ４９ 

営 

 
 
業 

 
 

損 
 
 

益 

営 
業 

費 
用 

計 ６,９１３ ７,７５１ ８３８ 

営 業 損 ( △ ) 益 △ ２０５ △ ５５ １５０ 

受 取 利 息 ４２ １７ △ ２５ 

受 取 配 当 金 ２４ １３ △ １０ 

投資有価価証券売却益 － ７ ７ 

為 替 換 算 差 益 － ２７ ２７ 

そ の 他 ２０ ４３ ２２ 

営 

業 
外 
収 

益 
計 ８７ １０８ ２１ 

支 払 利 息 １８８ １６４ △ ２４ 

為 替 換 算 差 損 ４８ － △ ４８ 

そ の 他 ５５ １７ △ ３８ 

営 
 
業 
 
外 
 
損 
 
益 

営 
業 
外 
費 
用 計 ２９３ １８２ △ １１１ 

経 

 
 
 

 
 

常 
 
 

 
 

 
損 
 

 
 

 
 
益 

経 常 損 ( △ ) 益 △ ４１１ △ １２８ ２８２ 

投 資有価証券売却益 ２９ ３１ １ 

過 年 度 損 益 修 正 益 １２ ２４ １１ 

特別修繕引当金取崩額 － ８ ８ 

そ の 他 ０ １ ０ 

特 
別 
利 

益 
計 ４２ ６５ ２２ 

固 定 資 産 売 却 損 － ４９８ ４９８ 

投 資有価証券売却損 ２３３ １５７ △ ７６ 

本 店 移 転 費 用 ２８ － △ ２８ 

ゴ ルフ会員権評価損 － １１ １１ 

退職給付会計基準変更時差異償却 ８２ ８２ － 

そ の 他 ３４ ３２ △ ２ 

特 
 
別 

 
損 

 
益 

特 

別 
損 

失 

計 ３７９ ７８１ ４０１ 

税金等調整前当期純損(△)益 △ ７４７ △ ８４４ △ ９６ 

法人税、住民税及び事業税 １３ ２２ ８ 

法 人 税 等 調 整 額 △ ３２６ △ ４３１ △ １０４ 

当 期 純 損 ( △ ) 益 △ ４３５ △ ４３５ △ ０ 
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（３）連結剰余金計算書 
                                    （単位 百万円／端数切捨て） 

期  別 
 

科  目 

前 連 結 会 計 年 度 
(自 平成 13 年 4 月 1 日)  

(至 平成 14 年 3 月 31 日)  

当 連 結 会 計 年 度 
(自 平成 14 年 4 月 1 日)  
(至 平成 15 年 3 月 31 日)  

1．連 結 剰 余 金 期 首 残 高         ３,０１４ － 

2．連 結 剰 余 金 増 加 高 － － 

3．連 結 剰 余 金 減 少 高 － － 

4．当 期 純 損 ( △ ) 益         △ ４３５ － 

5．連 結 剰 余 金 期 末 残 高         ２,５７９ － 

（利益剰余金の部）   

1．利 益 剰 余 金 期 首 残 高 －         ２,５７９ 

2．利 益 剰 余 金 増 加 高 － － 

3．利 益 剰 余 金 減 少 高   

    当 期 純 損 失 －         △ ４３５ 

4．利 益 剰 余 金 期 末 残 高 －         ２,１４３ 
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（４）連結キャッシュ・フロ－計算書 
         （単位 百万円／端数切捨て） 

 期  別 
科  目 

前連結会計年度 
(自 平成 13 年 4 月 1 日)  
(至 平成 14 年 3 月 31 日)  

当連結会計年度 
(自 平成 14 年 4 月 1 日)  
(至 平成 15 年 3 月 31 日)  

    1. 営業活動によるキャッシュ･フロー    
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 △ ７４７ △ ８４４ 
 減 価 償 却 費 １,３７３ １,３８３ 
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ ０ △ ０ 
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 １１ △ １２ 
 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ ２２ △ １２ 
 特 別 修 繕 引 当 金 の 増 減 額 △ ２ １０ 
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ６６ △ ３０ 
 支 払 利 息 １８８ １６４ 
 固 定 資 産 売 却 損 － ４９８ 
 固 定 資 産 除 却 損 １ ０ 
 有価証券 ･投資有価証券売却損益/ 評価差額 金  ２２３ １１８ 
 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － １１ 
 為 替 換 算 差 額 ６４ △ １３ 
 未 収 消 費 税 の 増 減 額 △ ４ １ 
 船 内 準 備 金 の 増 減 額 △ ７ △ ２ 
 た な 卸 資 産 の 増 減 額 ３０ △ ７９ 
 売 上 債 権 の 増 減 額 △ ６０ ５８ 
 仕 入 債 務 の 増 減 額 ５３ △ １５８ 
 そ の 他           △ ７５           △ ９４ 
 小    計 ９５７ １,００１ 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 領 額 ６６ ３０ 
 利 息 支 払 額 △ １９５ △ １６６ 
 法 人 税 等 支 払 額                     △ ６０            △ ５ 
 営業活動によるキャッシュ･フロー  ７６７ ８５９ 
    
2. 投資活動によるキャッシュ･フロー    
 有 価 証 券 売 却 に よ る 収 入 ４ － 
 有形固定資産の取得による支出  △ ３,０１５ △ １１ 
 有形固定資産の売却による収入  ２ ９７２ 
 投資有価証券の取得による支出  △ ９ △ １７３ 
 投資有価証券の売却による収入  ６２４ ３５２ 
 ゴルフ会員権取得による支出 － △ ６ 
 貸 付 金 に よ る 支 出 △ ０ △ １ 
 貸 付 金 の 返 済 に よ る 収 入 ３ ６ 
 その他投資の取得による支出 △ ２８ △ １２ 
 その他投資の解約による収入                        ３５              ０ 
 投資活動によるキャッシュ･フロー  △ ２,３８３ １,１２５ 
    3. 財務活動によるキャッシュ･フロ―    
 短 期 借 入 金 増 減 額 ４７ ３３４ 
 長 期 借 入 金 に よ る 収 入 ２,７９０ － 
 長期借入金の返済による支出 △ １,６９６ △ ２,４７３ 
 そ の 他                       △ ０            △ ０ 
 財務活動によるキャッシュ･フロー  １,１４０ △ ２,１３９ 
    
4. 現金及び現金同等物に係わる換算差額             ８８                   △ １１３ 
    5. 現金及び現金同等物の増減額                   △ ３８６                   △ ２６８ 
    6. 現金及び現金同等物期首残高                   ２,００３                   １,６１７ 
    7. 現金及び現金同等物期末残高                   １,６１７                   １,３４９ 
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（５）連結財務諸表作成の基本となる事項 
 

 1．連結の範囲に関する事項 
 

連結子会社 ----------- ２社（DELICA SHIPPING S.A. / GRIFFITH S.A.） 
              

 2．持分法の適用に関する事項 

 
該当する会社はありません。 

 
 3．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社と一致しております。 
 

 4．会計処理基準に関する事項 
 
  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

 
その他有価証券 

時価のあるもの ----------- 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算
定）によっております。 

時価のないもの ----------- 移動平均法による原価法によっております。 
           

  (2) デリバティブ等の評価基準及び評価方法 
 
時価法によっております。 

 
   (3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 
貯蔵品 ----------- 移動平均法による原価法によっております。 
               

   (4) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 

有形固定資産   
船舶 ----------- 定額法によっております。 
建物及びその他 ----------- 定率法によっております。 

 
(5) 重要な引当金の計上基準 

 
貸倒引当金 ----------- 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不可能見込額を計上しております。 
賞与引当金 ----------- 従業員に支給する賞与に充てるため支給見込み額に基づき、当

期負担額を計上しております。 
退職給付引当金 ----------- 従業員の退職金の支払に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間

末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（４１０百万円）については、５年に

よる按分額を特別損失に計上しております。 
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特別修繕引当金 ----------- 船舶安全法による船舶の定期検査工事にかかる費用の支出に
備えるため、過年度の特別修繕に要した費用を基礎に将来の修繕

見込みを加味して計上しております。 
 

(6) 重要なリース取引の処理方法 
 
リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、

通常の賃貸借取引に係わる方法に準じております。 
 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 
 
①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を適用しております。 
ただし、為替予約取引については振当処理を適用し、金利スワップ取引については特例処理を適用し

ております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 ヘッジ対象 

為替予約取引 外貨建債権債務に係る将来の為替レートの変動リスク 
金利オプション取引(スワップ取引) 借入に係る将来の金利の変動によるリスク 

③ヘッジ方針 
全て実需取引の範囲で、すなわち通貨関連取引は外貨建債権債務の範囲内で、金利関連取引は借入の
範囲内で行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判定を行っておりま

す。 
 
  (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

 
①消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
②自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を

適用しております。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及び連結

剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
③１株当たり情報 
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。
なお、これによる影響は軽微であります。 

 
 5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 

 6．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
 
連結剰余金計算書は、当期中に確定した連結会社の利益処分に基いて作成しております。 
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 7．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 
 

 （注記事項）     
 

 1．連結貸借対照表関係 
 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 ９,４００ 百万円 ９,３８６ 百万円 
(2) 担保に供している資産   
船舶 １８,５０４ 百万円 １５,６９７ 百万円 
投資有価証券 １０８  〃  －  〃  
(3) 保証債務等   
連帯債務のうち他の連帯債務者負担額 ７０５ 百万円 ４７０ 百万円 

  
 2．連結キャッシュ・フロー計算書関係 

 
   現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 
 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 
現金及び預金勘定 １,６１７ 百万円 １,３４９ 百万円 

現金及び現金同等物 １,６１７ 百万円 １,３４９ 百万円 
 

 3．税効果会計関係 
 

  (1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
                  
 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 
繰延税金資産   
 未払事業税 ０ 百万円 １ 百万円 
 前払費用 ０  〃  －  〃  
 その他有価証券評価差額金 ８０  〃  ５２   〃  
 賞与引当金限度超過額 ９  〃  ９  〃  
退職給付引当金限度超過額 ２７  〃  ２４  〃  
ゴルフ会員権評価額 ３  〃  ３  〃  
 繰越欠損金 ２２７  〃  ３２１  〃  
 棚卸資産 ８  〃  ９  〃  
その他 ５  〃  １１  〃  
小計 ３６３ 百万円 ４３２ 百万円 
評価性引当額 △ ８０  〃  △ ５２  〃  
繰延税金資産合計 ２８３ 百万円 ３７９ 百万円 
繰延税金負債   
 課税対象留保金額 ４１２ 百万円 ５６８ 百万円 
 圧縮記帳積立金 １,９２０  〃  １,４２９  〃  
 その他有価証券評価差額金 ９  〃  １０  〃  
繰延税金負債合計 ２,３４２ 百万円 ２,００８ 百万円 
繰延税金負債の純額 ２,０５８ 百万円 １,６２８ 百万円 
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  (2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳 

 
（平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 

  

税金等調整前当期純損失が計上されているため、
記載しておりません。 

同 左 

  

 
(3) 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、地方税法の改正（平成１６年４月

１日以降開始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当連結会計年度末における一
時差異等のうち、平成１６年３月末までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成１６年４月以
降に解消が予定されるものは改正後の税率であります。 

  この税率の変更により、当連結会計年度末の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金
額）が５百万円増加しております。 

 
 4．退職給付関係 

 

  (1) 当企業集団は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 
    また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、退職一時金制度については、昭和５５年から適格退職年金制度への移行を段階的に行い、昭和
６０年に移行が完了しております。 
 

(2) 退職給付債務に関する事項 
 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 
イ．退職給付債務 △ ３８２ 百万円 △ ２９９ 百万円 

ロ．年金資産 ３０ 百万円 ４１ 百万円 

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △ ３５２ 百万円 △ ２５７ 百万円 
ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ２４６ 百万円 １６４ 百万円 

ホ．連結貸借対照表計上純額(ハ＋ニ) △ １０５ 百万円 △ ９３ 百万円 

へ．退職給付引当金 △ １０５ 百万円 △ ９３ 百万円 

 
     (注) 当企業集団は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

(3) 退職給付費用に関する事項 
 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 
イ．勤務費用 ７１ 百万円 ５０ 百万円 
ロ．会計基準変更時差異の費用処理額 ８２ 百万円 ８２ 百万円 

ハ．退職給付費用(イ＋ロ) １５３ 百万円 １３２ 百万円 
 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ．割引率 ３.０ ％ ２.５ ％ 
ロ．会計基準変更時差異の処理年数 ５ 年 ５ 年 

 
 5．継続企業の前提 

 

   該当事項はありません。 
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（６）部門別売上高明細書 
（単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度 
(平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日) 

当連結会計年度 
(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

 

金 額 比 率(%) 金 額 比 率(%) 

貨物運 賃 ４,４６７ ６７ ５,５８２ ７２ 

貸 船 料 ２,１８２ ３２ ２,０５１ ２７ 

そ の 他     ５７  １ ６１ １ 

合 計 ６,７０７ １００ ７,６９５ １００ 

 
（注）その他は、定期用船関係手数料及び不動産賃貸収入であります。 

 
 
 
（参 考） 
 

  期末支配船腹 

前連結会計年度 

(平成１４年３月３１日現在) 

当連結会計年度 

(平成１５年３月３１日現在) 

比較増減(△) 

(平成１５年３月期－平成１４年３月期)  
 

隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 隻数 重量屯数(Ｋ／Ｔ) 

社 船 １３ ４０６,１５０ １２ ３８３,２５０ △ １ △ ２２,９００ 

用 船 ７ １７６,８３８ ５ １４５,０２９ △ ２ △ ３１,８０９ 

合 計 ２０ ５８２,９８８ １７ ５２８,２７９ △ ３ △ ５４,７０９ 
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４．セグメント情報 
 

 1．事業の種類別セグメント情報 
 

前連結会計年度 
(平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日) 

当連結会計年度 
(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 

当社及び連結子会社の営んでいる事業のうち、海運
業の売上高、営業利益及び資産の金額が全体の売上
高の合計、営業利益の合計及び資産の金額の合計額
に占める割合のいずれも９０％を超えているため、
事業の種類別セグメント情報は、連結財務諸表規則
様式第１号の〔記載上の注意〕１３に基づき記載を
省略しております。 

同   左 

 

 
 2．所在地別セグメント情報     

             （単位 百万円／端数切捨て） 

前連結会計年度  (平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日) 
 
日本 中米 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益      

 売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高 ６,７０７ － ６,７０７ － ６,７０７ 

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ５４１ ２,７６０ ３,３０２ (３,３０２) － 

 計 ７,２９４ ２,７６０ １０,００９ (３,３０２) ６,７０７ 

 営 業 費 用 ７,１４３ ３,０７１ １０,２１５ (３,３０２) ６,９１３ 

 営 業 損 ( △ ) 益 １０５ △ ３１１ △ ２０５ (  △ ０) △ ２０５ 

2. 資 産 ４６２３ １７,３４３ ２１,９６７ (   ９３) ２１,８７４ 

 
 

             （単位 百万円／端数切捨て） 

当連結会計年度  (平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 
 
日本 中米 計 消去又は全社 連結 

1. 売上高及び営業損益      

 売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高 ７,６９５ － ７,６９５ － ７,６９５ 

 (2)セグメント間の内部売上高及び振替高 ４５６ ２,６０７ ３,０６３ (３,０６３) － 

 計 ８,１５１ ２,６０７ １０,７５８ (３,０６３) ７,６９５ 

 営 業 費 用 ７,８６３ ２,９４９ １０,８１３ (３,０６１) ７,７５１ 

 営 業 損 ( △ ) 益 ２８８ △ ３４２ △ ５４ (    １) △ ５５ 

2. 資 産 ４,４２８ １４,５３３ １８,９６１ (△ １００) １９,０６２ 
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 3．海外売上高 
 

   前連結会計年度（自 平成１３年４月１日／至 平成１４年３月３１日） 
（単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高     ４７８     １,０５９      ８２     １,６２０ 

Ⅱ連結売上高       －       －       －   ６,７０７ 

Ⅲ連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

   ７.１    １５.８     １.２    ２４.２ 

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

     ② 各区分に属する主な国又は地域 
(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 
(2) 東南アジア ----------- 韓国、シンガポ－ル、フィリピン 

(3) ヨ－ロッパ ----------- デンマーク 
     ③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 

当連結会計年度（自 平成１４年４月１日／至 平成１５年３月３１日） 

                                    （単位  百万円／端数切捨て） 

 オセアニア 東南アジア 北 米 ヨ－ロッパ 計 

Ⅰ海外売上高 ５１９ ４３２ １７４ ２８ １,１５５ 

Ⅱ連結売上高 － － － － ７,６９５ 

Ⅲ連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
６.７ ５.６ ２.３ ０.４ １５.０ 

  （注）① 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
     ② 各区分に属する主な国又は地域 

(1) オセアニア ----------- ニュ－ジ－ランド、オ－ストラリア 

(2) 東南アジア ----------- 韓国、シンガポ－ル 
(3) 北米 ----------- カナダ 

(4) ヨーロッパ ----------- ドイツ 
③ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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５．有価証券 
 

（前連結会計年度） 
 

 1．その他有価証券で時価のあるもの(平成１４年３月３１日現在) 
 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １３２ １８３ ５１ 
債 券 １２４ １４５ ２０ 
その他 － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え
るもの 

小 計 ２５７ ３２９ ７１ 

株 式 ６１２ ３６４ △ ２４７ 
債 券 ６ ５ △ ０ 
その他 － － － 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

小 計 ６１８ ３６９ △ ２４６ 

合 計 ８７５ ６９９ △ １７４ 

 
 2．売却したその他有価証券（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

 
売却額 ６２４ 百万円  

売却益の合計 ２９ 百万円  

売却損の合計 ２３３ 百万円  
 

 3．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び連結貸借対照表計上額 
   (平成１４年３月３１日現在) 

 
その他有価証券   
 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６７ 百万円  

非上場外国債券 － 百万円  

投資信託等 － 百万円  

 
 4．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１４年３月３１日現在） 
 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

債     券     
国 債 － － － １１９ 
社 債 － １１ － － 
そ の 他 － － － － 

合 計 － １１ － １１９ 
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（当連結会計年度） 
 

 1．その他有価証券で時価のあるもの(平成１５年３月３１日現在) 
 

（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額 

株 式 １０８ １２０ １１ 
債 券 １２４ １４７ ２３ 
その他 － － － 

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え
るもの 

小 計 ２３３ ２６８ ３５ 

株 式 ３３６ １９８ △ １３７ 
債 券 ６ ５ △ ０ 
その他 － － － 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え

ないもの 
小 計 ３４２ ２０３ △ １３８ 

合 計 ５７５ ４７２ １０３ 

 

 2．売却したその他有価証券（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
 
売却額 ３５２ 百万円  

売却益の合計 ３８ 百万円  

売却損の合計 １５７ 百万円  

 
 3．時価評価されていない主な「有価証券」（上記１を除く）の内容及び連結貸借対照表計上額 
 (平成１５年３月３１日現在) 

 
その他有価証券   

 非上場株式(店頭売買株式を除く) ６６ 百万円  

非上場外国債券 － 百万円  

投資信託等 － 百万円  

 
 4．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額（平成１５年３月３１日現在） 

 
（単位 百万円／端数切捨て） 

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 

 債 券     
国 債 － － － １１９ 
社 債 － １１ － － 
そ の 他 － － － － 

合 計 － １１ － １１９ 

 



-20- 

６．デリバティブ取引関係 
 

 1．取引の状況に関する事項 
 

前連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 
当企業集団は、基本的に通常の業務を遂行する上で発生する債権債務の範囲内で、デリバティブ取引を利
用することとしており、通貨関連では為替予約取引、金利関係ではスワップ取引を行っております。 

    為替予約取引は、主として海運収入の外貨建債権の為替変動による債権増大リスクを回避するために利用
し、また、金利スワップ取引は、長期借入金の金利上昇のリスクを回避するために利用しており、投機目的

のものではありません。 
   通貨、金利関連のデリバティブ取引は、為替変動や金利の市場変動によるリスクと取引相手方の債務不履
行による信用リスクを有しております。 

    なお、当企業集団の取引相手先はいずれも信用度の高い銀行であるため、信用リスクはほとんどないと認
識しております。 

   当企業集団のデリバティブ取引は社内管理規定に基づいて財務担当部署で執行しており、定期的に実施状
況を担当役員に報告するとともに、残高状況を取締役会に報告しております。 
 

  当連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
   

 ～ 同 上 ～ 
 
 2．取引の時価等に関する事項 

 
前連結会計年度（平成１４年３月３１日現在） 

 当企業集団のデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、該当事項はありません。 
 
  当連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 

   ～ 同 上 ～ 
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             ７．関連当事者との取引 

 

 (1) 主要株主           

                                           （単位 百万円） 

会 

 

社 

 

名 

住 

 

 

 

所 

資 

 

本 

 

金 

事 

業 

の 

内 

容 

議被 

決所 

権有 

等割 

の合 

役 

員 

の 

兼 

務 

等 

事 

実 

上 

の 

関 

係 

取引内容 取引金額 科目 
期首 

残高 

期中 

増加 

期中 

減少 

期末 

残高 

営 

業 

取 

引 

  － － － － － － － 
直接 

 

16.8 

 

％ 

被 

転 

籍 

 

１ 

名 
債  務 

保  証 
 470 － － － － － 

株 
 
式 
 
会 
 
社 
 
商 
 
船 
 
三 
 
井 

大 

 

阪 

 

市 

 

北 

 

区 

64,915 

海 

 

 

運 

 

 

業 

 

 

他 

間接 

 

0.0 

 

％ 

兼 

 

任 

 

０ 

名 

船 

舶 

の 

共 

有 

 

及 

び 

 

賃 

貸 

借 

営 

業 

取 

引 

以 

外 

の 

取 

引 

被保証 

債  務 
   117 － － － － － 

 

 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   債務保証は、共有船建造等に係わる連帯債務のうち同社負担額に対するものであります。 

 

 (2) その他の関連当事者 

                                           （単位 百万円） 

会 

 

社 

 

名 

住 

 

 

 

所 

資 

 

本 

 

金 

事 

業 

の 

内 

容 

 議所 

 決有 

 権割 

 等合 

 の 

役 

員 

の 

兼 

務 

等 

事 

実 

上 

の 

関 

係 

取引内容 取引金額 科  目 
期首 

残高 

期中 

増加 

期中 

減少 

期末 

残高 

乾 

光 

海 

運 

株 

式 

会 

社 

神 

戸 

市 

中 

央 

区 

90 

船 

舶 

用 

品 

の 

売 

買 

等 

直接 

 

19.4 

 

％ 

兼 

 

任 

 

１ 

名 

船 

舶 

用 

品 

の 

購 

入 

等 

営 

業 

取 

引 

船舶用品 

の購入 
106 
海運業 

未払金 
42 106 117 31 

 

 □ 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

   船舶用品の購入については、市場の実勢に基づき一般的取引条件と同様に決定しております 


